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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 53,649 △16.4 376 △90.1 3,103 △61.7 1,580 △74.6
20年3月期 64,192 9.3 3,816 12.9 8,100 18.4 6,213 23.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 52.41 52.41 3.0 4.3 0.7
20年3月期 206.32 205.44 12.0 10.9 5.9

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  2,943百万円 20年3月期  4,407百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 67,988 50,442 73.2 1,661.56
20年3月期 76,158 54,893 70.9 1,787.64

（参考） 自己資本   21年3月期  49,790百万円 20年3月期  54,013百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 5,934 △2,196 △421 7,979
20年3月期 7,130 △5,535 △1,349 4,904

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 17.00 ― 20.00 37.00 1,117 17.9 2.2
21年3月期 ― 18.00 ― 7.00 25.00 754 47.7 1.4
22年3月期 

（予想）
― 8.00 ― 8.00 16.00 96.5

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

19,000 △37.5 △400 ― △200 ― △300 ― △9.95

通期 42,000 △21.7 100 △73.4 800 △74.2 500 △68.4 16.58
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については21ページ「1株当たり情報」をご覧下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 30,272,503株 20年3月期 30,220,403株
② 期末自己株式数 21年3月期  306,420株 20年3月期  5,741株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 25,674 △17.5 △55 ― 1,652 △58.3 390 △87.1
20年3月期 31,108 0.7 1,682 4.2 3,962 11.1 3,033 24.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 12.94 12.94
20年3月期 100.72 100.29

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 44,848 33,699 75.1 1,124.59
20年3月期 47,299 34,949 73.9 1,156.72

（参考） 自己資本 21年3月期  33,699百万円 20年3月期  34,949百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、4ページをご覧下さい。 
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１．経営成績 

 

 （１）経営成績に関する分析 

    当連結会計年度のわが国経済は、昨年秋口以降、米国に端を発した金融危機を背景にした世界同時不況

の影響から株式・為替環境の悪化、設備投資の急激な減少、輸出の鈍化、個人消費の低迷、さらには雇用

情勢の悪化など、景気後退が顕著となりました。 

    このような状況下、当社グループは急激な経営環境の悪化に対応するためコストの削減や見直しなど緊

急対策に努めるとともに、既存製品の拡販や新製品の開発に加え新規事業の育成にも注力いたしました。 

    しかしながら当社グループの主要需要業界である自動車、半導体・液晶、建設機械、工作機械などの各

業界とも生産調整や設備投資抑制などが続いた結果、売上が大幅に減少し、当連結会計年度における売上

高は前年度比 105 億 4千 2百万円減（16.4％減）の 536 億 4千 9百万円となりました。一方損益面では、

営業利益は、大幅な減収を主因に 3 億 7 千 6 百万円と前年度比 34 億 4 千万円の減少（90.1％減）となり

ました。 

    また、経常利益は、持分法適用会社の売上減もあり持分法投資利益が減少した結果、31億 3百万円と前

年度比 49億 9千 7百万円の減少（61.7％減）となりました。当期純利益についても 15億 8千万円と前年

度比 46億 3千 3百万円の減少（74.6％減）となりました。 

 

   （セグメント別の概況） 

                            

   ①ベルト・ゴム製品事業 

        主力のベルト製品は、世界的不況により欧州や中国を中心とした繊維機械業界向けや設備投資が減少

した金融機械業界、半導体・液晶業界向けが大幅に落ち込みました。ゴム製品では、ＯＥＭ向け免震ゴ

ムや道路用資材は堅調に推移しましたが、関連会社向けのゴム素材製品や工作機械用シール製品は期の

後半には生産調整による需要減の影響で大きく減少しました。以上の結果、売上高は 224 億 9千 4百万

円と前年度比 40 億 1千 3百万円の減少（15.1％減）となりました。営業利益は、11億 1千 8百万円と

前年度比 12億 1千 3百万円の減少（52.0％減）となりました。 

 

     ②ホース・チューブ製品事業 

     建設機械向けホース製品と一般空圧市場、半導体・液晶業界向けチューブ製品がそれぞれの需要業界

が軒並み低迷した影響で、ともに大幅な受注減となりました。自動車部品は自動車の大幅な生産減に伴

いエアブレーキ製品が低調に推移しましたが、燃料用チューブは代替需要増もあり微減となりました。

以上の結果、売上高は 189 億 5 千 2 百万円と前年度比 31 億 9 千 9 百万円の減少（14.4％減）となりま

した。営業利益は売上減に加え原材料の高騰の影響もあり 6 億 6 千 7 百万円と前年度比 11 億 7 千 5 百

万円の減少（63.8％減）となりました。 

 

      ③その他産業用製品事業 

     空調製品では、一般空調向けの高性能・中性能フィルタが堅調でしたが、主力のケミカルフィルタが

国内外の半導体業界の不況の影響を受け減収となりました。メカトロ・センサ製品では、自動車産業の

設備投資の圧縮により低調な推移となりました。以上の結果､売上高は 87億 7千万円と前年度比 27億 6

千 6百万円の減少（24.0％減）となりました。また、新規事業の立ち上げコスト増もあり、営業利益は

前年度比 9億 6千 2百万円の減少となり 9億 5千 5百万円の営業赤字となりました。 

 

      ④不動産事業 

     平成１９年９月に竣工した東京ニッタビルの安定した賃貸収入により、売上高は 11 億 7 千 6 百万円

と前年度比 1億 4千 1百万円の増加（13.6％増）となりました。また、前年度の上記ビル完成に伴う一

時的費用も無くなり、営業利益は前年度比 2 億 5 千 7 百万円増の 3 億 8 千 8 百万円（196.7％増）とな

りました。 

 

      ⑤経営指導事業 

     経営指導の対象となる関連会社の業績が低調に推移したため、売上高は 10 億 8 千 6 百万円と前年度

比 2億 4千 7百万円の減少（18.5％減）となりました。また、減収に伴って営業利益も 6億 1千 8百万

円と前年度比 3億 5千 5百万円の減少（36.5％減）となりました。 
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⑥その他の事業 

     自動車運転免許教習事業や北海道における山林事業で構成されるその他の事業の売上高は11億6千9

百万円と前年度比 4億 5千 5百万円の減少（28.0％減）となり、営業利益は前年度比 1億 2千 8百万円

の減少となり 1億 6百万円の営業赤字となりました。 

        

  （次期の見通し）    

    次期の経営環境は、今般の世界的不況に対して各国政府も対策を打ち出しておりますが、その効果が現

れるのは年度の後半となる見込みであり、極めて厳しく不透明な状況が続くものと見込まれます。 

    このような環境下にあって、当社グループにおいては、景気回復時に迅速な対応を行うための基礎固め

として、次年度より取り組む中期経営計画に基づいて、Ｒ＆Ｄ活動に注力しつつ、より効率的な生産技術

の確立や売上の確保等を推進するため、組織の変更を含めた諸施策を実施してまいります。 

    このような状況下、次期の連結業績予想については人件費削減を含めたコスト削減等による収益性の改

善に努めるものの現段階では、売上高 420 億円、営業利益 1億円、経常利益 8億円、当期純利益 5億円を

見込んでおります。 

 

 （２）財政状態に関する分析 

      ①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度における総資産は 679 億 8 千 8 百万円となり、前連結会計年度末に比べて 81 億 7 千

万円の減少となりました。流動資産は 268 億 7 千 5 百万円となり 47 億 9 千 4 百万円の減少となりまし

た。主な要因は受取手形及び売掛金の減少によるものです。 

      固定資産は 411 億 1千 2百万円となり 33億 7千 5百万円減少しました。そのうち有形固定資産は 180

億 2千 2百万円と 16億円減少しました。無形固定資産は 11億 9千 9百万円と 1億 2千 8百万円の増加

となりました。投資その他の資産は 218 億 9千 1百万円と、19億 3百万円の減少となりました。 

         負債合計は 175 億 4 千 6 百万円と 37 億 1 千 8 百万円の減少となりました。主な要因は支払手形及び

買掛金の減少によるものです。純資産の部は 504 億 4千 2百万円となり 44 億 5千 1百万円の減少とな

りました。主な要因は為替換算調整勘定の減少によるものです。この結果､自己資本比率は、前連結会

計年度末の 70.9％から 73.2％となりました。 

      ②キャッシュ・フローの状況 

 単位：百万円

 前   期  当   期  比較増減 

営業活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ       7 , 1 3 0 5 , 9 3 4  △1,19 6

投資活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ  △5 , 5 3 5 △2 , 1 9 6  3 , 3 3 8

財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ  △1 , 3 4 9 △4 2 1  9 2 7

現金及び現金同等物の増減額 2 2 0 3 , 0 7 4  2 , 8 5 3

現金及び現金同等物の期末残高 4 , 9 0 4 7 , 9 7 9  3 , 0 7 4

 

     当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同期に比べ 30 億 7 千 4 百万円増

加し、79億 7千 9百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりです。 

 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動によるキャッシュ・フローは、前期の 71 億 3千万円の収入に対し、59億 3千 4百万円とな

りました。これは主に税金等調整前当期純利益の減少によるものです。 

          

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     投資活動によるキャッシュ・フローは、前期の 55億 3千 5百万円の支出に対し、21 億 9千 6百万円

の支出となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出の減少によるものです。 

 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     財務活動によるキャッシュ・フローは、前期の 13億 4千 9百万円の支出に対し、4億 2千 1百万円の

支出となりました。これは主に短期借入金の増加によるものです。 
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   ③キャッシュ・フロー指標のトレンド  

        当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 
自己資本比率(％)      62.9      66.5      67.7      70.9      73.2 
時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(％)      78.0      89.9     104.0      71.4      45.0 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率(年)       0.8       0.8       0.6       0.3       0.5 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍)      49.9      43.8      44.8      91.1     124.4 

  ※・自己資本比率・・・自己資本／総資産 

      ・時価ベースの自己資本比率・・・株式時価総額／総資産 

   ・ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率・・・有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

    ・ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ・・・営業キャッシュ･フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数によります。 

３．営業キャッシュ･フローは、連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを

使用しております。 

４．有利子負債は､連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 

 

  （３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社では、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置づけ、企業体質の強化・充実

を図りつつ、業績に応じた適正な利益配分を行うことを基本方針としております。具体的には、通期

業績と先行きの業績見通しをベースとして、連結配当性向等を勘案し、更には一定の水準維持をも念

頭に、株主還元に取り組んでまいります。また、内部留保金につきましては、長期的な視点に立って、

研究開発投資、新規事業への投融資、製造設備の増強・合理化投資など企業価値の増大の諸施策に活

用してまいります。 

 当期の 1 株当たり配当金については、上述の基本方針に従い、前期より 12 円減配し、年間 25 円と

させていただきます。また次期の配当金については、年間 16円を予定しております。 

 なお、当社は、連結配当規制適用会社であります。 

 

 （４）事業等のリスク 

     当社グループの財政状態、経営成績および財務の状況等に重要な影響を及ぼす可能性がある事項   

には以下のようなものがあります。 

   ①業界の動向および為替変動等の影響 

当社グループの主要製品はベルト・ゴム製品、ホース・チューブ製品、その他産業用製品等で    

構成されており、当社グループの経営成績は、工作機械、建設機械、精密機械、自動車業界、電子・半

導体等の動向ならびに為替変動等の影響を受ける可能性があります。 

   ②関連会社の業績変動 

当社グループは、国内外の子会社以外にも米国企業等と合弁で出資している持分法適用会社を    

有しております。これらの持分法適用会社は、自動車業界、電子・半導体等への依存度が高く、業界動

向によって収益が悪化した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

   ③製品の品質等による業績変動 

当社グループは高品質の製品の提供をめざし、厳密な品質保証体制を構築しており、製品の品    

質管理の徹底を図っております。しかしながら、予期せぬ事情により、製品納入の遅れや製品の    

欠陥等が発生する可能性があります。このような製造上の問題が発生した場合、損害賠償等の負    

担により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

   ④外的要因による業績変動 

当社グループにおいては､海外子会社を有しており､所在地各国の予期し得ない政治情勢、法規    

制、税制などの変更やテロ、戦争その他の要因による社会的混乱によって当社グループの業績と    

財務状況が影響を受ける可能性があります。 
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２．企業集団の状況

　当社及び当社の関係会社（当社、子会社２５社及び関連会社１３社（平成21年3月31日現在）により構成）について
は、ベルト･ゴム製品、ホース・チューブ製品、その他産業用製品、不動産、経営指導、その他の事業の６部門に関係
する事業を行っております。
　各事業における当社及び主要関係会社の位置づけ等は、次のとおりであります。

事業 　主　要　製　品 　　　　　主　　な　　製　　造　・　販　　売　　会　　社　　名
ベルト製品 当社､(株)ﾊﾟﾜｰﾃｸﾉ、ﾆｯﾀﾃｸﾉ(株)、関西化工(株)
搬送用製品 ﾆｯﾀｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝｵﾌﾞｱﾒﾘｶ、ﾆｯﾀﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞB.V.、ﾆｯﾀｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞﾖｰﾛｯﾊﾟGmbH
ゴム製品 ﾆｯﾀｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝｵﾌﾞｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙPTELTD､三友産業(香港)有限公司

ﾆｯﾀ精密伝動(常州)有限公司
ｹﾞｲﾂ･ﾕﾆｯﾀ･ｱｼﾞｱ（株）

歯付ﾍﾞﾙﾄ、Vﾍﾞﾙﾄ ｹﾞｲﾂｺﾘｱCO.,LTD､ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀｺﾘｱCO.,LTD､ｹﾞｲﾂﾆｯﾀﾍﾞﾙﾄｶﾝﾊﾟﾆｰLLC
ｵｰﾄﾃﾝｼｮﾅｰ、ﾌﾟｰﾘ等 ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)CO.,LTD､ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀ(ｲﾝﾃﾞｨｱ)CO.,LTD

ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀｱｼﾞｱﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰPTELTD、ｹﾞｲﾂﾆｯﾀLTD
樹脂ﾎｰｽ･ﾁｭｰﾌﾞ､ ﾆｯﾀ･ﾑｱｰ（株）
金具及びﾌｨｯﾃｨﾝｸﾞ 韓国ﾆｯﾀﾑｱｰ(株)､ﾆｯﾀﾑｱｰｱﾒﾘｶINC､ﾆｯﾀﾑｱｰ科技(常州)有限公司､ﾆｯﾀﾑｱｰﾒｷｼｺ

ﾆｯﾀﾑｱｰ(広州)軟管有限公司､常州ﾆｯﾀﾑｱｰ伊藤金属有限公司
空調製品 当社､ﾄﾗｲﾌｫｰｽ(株)､ｿﾅｯｸ(株)､ﾓﾘﾐﾂ（株）
ﾒｶﾄﾛ・ｾﾝｻ製品 台湾ﾆｯﾀ股份有限公司、ﾆｯﾀ光電器件(上海)有限公司、ﾆｯﾀ光電(上海)有限公司
通信機器､電子機器 ﾆｯﾀ机電科技(上海)有限公司、ｱﾆﾊ(杭州)通信産品有限公司
福祉機器
精密研磨用ﾊﾟｯﾄﾞ ﾆｯﾀ･ﾊｰｽ（株）
精密研磨用ｽﾗﾘｰ他 ﾛｰﾑｱﾝﾄﾞﾊｰｽｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾏﾃﾘｱﾙｽﾞCMPｱｼﾞｱ,Inc

当社
当社
当社､北海道ﾆｯﾀ(株)､(株)新田牧場､(株)芦原自動車教習所､ﾆｯﾀｱｿｼｵ(株)

(注)①NMD FUEL SYSTEMSは、平成20年８月にﾆｯﾀﾑｱｰﾒｷｼｺに吸収合併されております。
　　②ﾆｯﾀ(香港)有限公司は、平成20年11月に清算し、連結の範囲から除外しております。
　　③アバンテ(株)は、平成21年３月に清算し、連結の範囲から除外しております。

　事業の系統図は、次のとおりであります。

　連結子会社 　非連結子会社 　主な製品等の取引

　持分法適用会社 　主な不動産賃貸

関西化工（株）

ｱﾆﾊ(杭州)通信産品
有限公司

常州ﾆｯﾀﾑｱｰ伊藤
金属有限公司三友産業(香港)

有限公司

ﾆｯﾀﾑｱｰ ﾒｷｼｺ

ニッタ机電科技
(上海)有限公司

ニッタ光電器件
（上海）有限公司

ニッタ光電(上海)
有限公司

(株)芦原自動車
教習所ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀ

(ｲﾝﾃﾞｲｱ)CO.,LTD

国　　内

得　　　　　　意　　　　　　先

 経　　営　　指　　導

ニッタテクノ(株)

国　　内

ﾛｰﾑｱﾝﾄﾞﾊｰｽｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾏﾃﾘ
ｱﾙｽﾞCMPｱｼﾞｱ,Inc

ﾆｯﾀ･ﾊｰｽ（株）
ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀｺﾘｱ

CO.,LTD
ゲイツコリア

CO.,LTD

海　　外

国　　内

海　　外

国　　内

（株）新田牧場

ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀ
(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)CO.,LTD

ベ
ル
ト
・
ゴ
ム
製
品

ﾎｰｽ･
ﾁｭｰﾌﾞ
製品

そ
の
他
産
業
用

製
品

　不　　　動　　　産　

国　　内

海　　外

そ　　　の　　　他

韓国ﾆｯﾀﾑｱｰ
（株）

ﾆｯﾀﾑｱｰｱﾒﾘｶINC

ｹﾞｲﾂﾕﾆｯﾀｱｼﾞｱﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ
ｶﾝﾊﾟﾆｰPTELTD

ニッタ･ムアー
(株)

経　　　　　　営　　　　　　指　　　　　　導

ｹﾞｲﾂ･ﾕﾆｯﾀ･ｱｼﾞｱ(株)
ニッタアソシオ(株)

北海道ニッタ(株)

得　　　　　　意　　　　　　先

不  動  産 その他ベルト・ゴム製品、ﾎｰｽ･ﾁｭｰﾌﾞ製品、その他産業用製品

ﾆｯﾀﾑｱｰ(広州)軟
管有限公司

ﾆｯﾀﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞB.V.
ﾆｯﾀｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ　ｵﾌﾞ
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙPTELTD

ﾆｯﾀ ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ
ﾖｰﾛｯﾊﾟGmbH

台湾ニッタ股份
有限公司

ニッタ精密伝動
(常州)有限公司

当　　　社

ﾆｯﾀｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝｵﾌﾞ
ｱﾒﾘｶ

ﾆｯﾀﾑｱｰ科技(常
州)　有限公司

ﾄﾗｲﾌｫｰｽ（株）

モリミツ（株）

ｹﾞｲﾂﾆｯﾀ
LTD

ｹﾞｲﾂ ﾆｯﾀ ﾍﾞﾙﾄ
ｶﾝﾊﾟﾆｰLLC

(株)パワーテクノ ソナック(株)

地　　域

国　　内

国　　内

海　　外

国　　内

海　　外
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３．経営方針 
 

（１）経営の基本方針 
    当社グループは、「優れた技術と質の高いサービスのたゆまぬ創造を通じて社会に貢献する」と

いう経営理念に基づき、「グループ内のすべての資源を結集し、経営基盤の強化と長期安定的な発

展によって質的に洗練された超一流企業」を目指しております。そしてこの方向こそが長期的な企

業価値の増大に結実することを確信しつつ、株主、取引先、従業員、地域社会などのステークホル
ダーの信頼と期待に応えていく所存です。 

 
 （２）目標とする経営指標 

当社グループは、経営の基本方針に基づき「モノづくり企業」として企業価値の増大を目指して

おります。いたずらに規模の拡大のみを求めることなく収益性重視の経営を基本としており、経常

利益やＲＯＥを主たる経営指標としておりますが、急激な経営環境の変化に伴い、新中期経営計画
「中計0911」においては、現時点において最終的な目標値は設定しておりません。 

 
 （３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、平成19年3月期から当期平成21年3月期までの中期経営計画「中計06－08」を終

了し、新たに次世代を見据えた3年間の中期経営計画「中計0911」を策定しました。 
   この「中計 0911」はこれまでの中期経営計画の延長線上ではなく、新たなステージとして、力強い成

長のための基盤作りを目指しています。 
   新中期経営計画「中計 0911」の概要については、以下のとおりです。 
 

◎「中計０９１１」（平成 22 年３月期～平成 24 年３月期）の概要 

（ア）中期経営ビジョンとスローガン        
   ●ビジョン 

・伝える技術でグローバルに成長します。 
・感動を与えるモノづくり企業になります。 
・環境との調和を大切にします。 

    
   ●スローガン 

『結集』と『創出』 
 

未曾有の経済危機を乗り越えるため、グループパワーの結集により 
確固たる経営基盤を築く。 
これをもとに成長のための創出を実現する。 

 
（イ）基本戦略 

       ①あらゆる技術の結集による新たな価値の創出 
       ②グローバルシェア拡大に向けた基盤作り 
       ③生産技術力の強化 

（ウ）重点施策 
       上記基本戦略の下、以下の４つの分野で重点施策を実行していきます。 

・開発プロセス 
・製造・生産技術 
・販売 
・グローバル 

  
 （４）会社の対処すべき課題 
    当社グループは、上記（３）で述べた「中計0911」における重点施策をもとに以下の課題に取り

組んでまいります。 
      ①新規事業、新製品開発のスピードアップ 
      ②コア技術を生かした新規事業の育成 
      ③新製品売上の増大 
      ④製造、生産技術力の向上による一層のコストダウン 
      ⑤販売の効率化と新規顧客開拓 
      ⑥グローバルな視点での調達、生産、販売体制の確立  
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４．【連結財務諸表】

　(1)【連結貸借対照表】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 5,014 7,993

　　受取手形及び売掛金 20,427 13,369

　　たな卸資産 4,571 3,774

　　繰延税金資産 700 379

　　その他 1,050 1,432

　　貸倒引当金 △93 △74

　　流動資産合計 31,670 26,875

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物 27,485 27,302

　　　　減価償却累計額 △14,250 △15,001

　　　　建物及び構築物（純額） 13,235 12,301

　　　機械装置及び運搬具 13,046 12,601

　　　　減価償却累計額 △10,387 △10,346

　　　　機械装置及び運搬具（純額） 2,659 2,254

　　　工具、器具及び備品 4,313 4,246

　　　　減価償却累計額 △3,651 △3,657

　　　　工具、器具及び備品（純額） 662 588

　　　土地 2,737 2,616

　　　建設仮勘定 141 51

　　　その他 186 214

　　　　減価償却累計額 - △4

　　　　その他（純額） 186 209

　　　有形固定資産合計 19,622 18,022

　　無形固定資産 1,071 1,199

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 22,238 19,838

　　　長期貸付金 168 133

　　　繰延税金資産 792 1,024

　　　その他 761 1,000

　　　貸倒引当金 △166 △106

　　　投資その他の資産合計 23,794 21,891

　　固定資産合計 44,488 41,112

　資産合計 76,158 67,988

8

ニッタ（株）（5186） 平成21年3月期決算短信



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金 12,663 8,619

　　短期借入金 561 1,376

　　未払法人税等 485 177

　　賞与引当金 823 777

　　その他 1,970 1,411

　　流動負債合計 16,504 12,363

　固定負債

　　長期借入金 650 600

　　退職給付引当金 2,188 2,674

　　役員退職慰労引当金 561 590

　　負ののれん 168 126

　　その他 1,191 1,190

　　固定負債合計 4,760 5,183

　負債合計 21,265 17,546

純資産の部

　株主資本

　　資本金 8,016 8,060

　　資本剰余金 7,564 7,608

　　利益剰余金 37,127 37,558

　　自己株式 △9 △376

　　株主資本合計 52,698 52,851

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 351 61

　　為替換算調整勘定 962 △3,123

　　評価・換算差額等合計 1,314 △3,061

　少数株主持分 880 651

　純資産合計 54,893 50,442

負債純資産合計 76,158 67,988
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　(2)【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高 64,192 53,649

売上原価 47,745 40,688

売上総利益 16,447 12,961

販売費及び一般管理費 12,630 12,584

営業利益 3,816 376

営業外収益

　受取利息 34 28

　受取配当金 55 51

　業務受託料 600 476

　持分法による投資利益 4,407 2,943

　その他 181 316

　営業外収益合計 5,280 3,817

営業外費用

　支払利息 78 47

　業務受託費用 607 513

　貸倒引当金繰入額 58 2

　為替差損 192 440

　その他 59 86

　営業外費用合計 996 1,090

経常利益 8,100 3,103

特別利益

　固定資産売却益 15 12

　造林補助金 27 27

　補助金収入 - 159

　貸倒引当金戻入額 7 8

　関係会社株式売却益 22 -

　その他 16 11

　特別利益合計 89 218

特別損失

　前期損益修正損 13 11

　固定資産除売却損 331 33

　造林圧縮損 27 27

　減損損失 184 601

　退職給付費用 - 482

　貸倒損失 - 57

　その他 50 66

　特別損失合計 606 1,280

税金等調整前当期純利益 7,583 2,041

法人税、住民税及び事業税 1,315 295

法人税等調整額 24 219

法人税等合計 1,340 514

少数株主利益 29 △53

当期純利益 6,213 1,580
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　(3)【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

　資本金

　　前期末残高 7,756 8,016

　　当期変動額

　　　新株の発行 259 44

　　　当期変動額合計 259 44

　　当期末残高 8,016 8,060

　資本剰余金

　　前期末残高 7,304 7,564

　　当期変動額

　　　新株の発行 259 44

　　　自己株式の処分 0 △0

　　　当期変動額合計 259 44

　　当期末残高 7,564 7,608

　利益剰余金

　　前期末残高 32,205 37,127

　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △1,290 △1,149

　　　当期純利益 6,213 1,580

　　　その他利益剰余金 △0 -

　　　自己株式の処分 - △0

　　　当期変動額合計 4,921 431

　　当期末残高 37,127 37,558

　自己株式

　　前期末残高 △8 △9

　　当期変動額

　　　自己株式の取得 △1 △367

　　　自己株式の処分 0 0

　　　当期変動額合計 △1 △367

　　当期末残高 △9 △376

　株主資本合計

　　前期末残高 47,258 52,698

　　当期変動額

　　　新株の発行 519 88

　　　剰余金の配当 △1,290 △1,149

　　　当期純利益 6,213 1,580

　　　その他 △0 -

　　　自己株式の取得 △1 △367

　　　自己株式の処分 0 0

　　　当期変動額合計 5,440 152

　　当期末残高 52,698 52,851
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 836 351

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △485 △289

　　　当期変動額合計 △485 △289

　　当期末残高 351 61

　為替換算調整勘定

　　前期末残高 1,022 962

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59 △4,086

　　　当期変動額合計 △59 △4,086

　　当期末残高 962 △3,123

　評価・換算差額等合計

　　前期末残高 1,858 1,314

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △544 △4,375

　　　当期変動額合計 △544 △4,375

　　当期末残高 1,314 △3,061

少数株主持分

　前期末残高 967 880

　当期変動額

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △86 △229

　　当期変動額合計 △86 △229

　当期末残高 880 651

純資産合計

　前期末残高 50,085 54,893

　当期変動額

　　新株の発行 519 88

　　剰余金の配当 △1,290 △1,149

　　当期純利益 6,213 1,580

　　その他 △0 -

　　自己株式の取得 △1 △367

　　自己株式の処分 0 0

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △631 △4,604

　　当期変動額合計 4,808 △4,451

　当期末残高 54,893 50,442
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　(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益 7,583 2,041
　減価償却費 2,257 2,201
　減損損失 184 601
　貸倒損失 - 57
　のれん償却額 2 18
　負ののれん償却額 △29 △41
　退職給付引当金の増減額（△は減少） 60 545
　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 39 29
　貸倒引当金の増減額（△は減少） 46 2
　受取利息及び受取配当金 △90 △79
　支払利息 78 47
　持分法による投資損益（△は益） △2,281 △1,292
　投資有価証券評価損益（△は益） - 63
　固定資産除売却損益（△は益） 315 20
　関係会社株式売却損益（△は益） △22 -
　ゴルフ会員権売却損益（△は益） △11 -
　売上債権の増減額（△は増加） 436 6,466
　たな卸資産の増減額（△は増加） △423 258
　仕入債務の増減額（△は減少） 413 △3,492
　その他の流動資産の増減額（△は増加） 18 351
　その他の固定資産の増減額（△は増加） 2 △8
　その他の流動負債の増減額（△は減少） 244 △553
　その他の固定負債の増減額（△は減少） 14 2
　小計 8,840 7,241
　利息及び配当金の受取額 90 79
　利息の支払額 △79 △46
　法人税等の支払額 △1,720 △1,341
　営業活動によるキャッシュ・フロー 7,130 5,934
投資活動によるキャッシュ・フロー
　定期預金の増減額（△は増加） 64 94
　有形固定資産の取得による支出 △4,486 △1,377
　有形固定資産の売却による収入 36 11
　無形固定資産の取得による支出 △311 △584
　無形固定資産の売却による収入 30 7
　投資有価証券の取得による支出 △166 △112
　投資有価証券の売却による収入 43 116
　関係会社株式の取得による支出 △737 △139
　関係会社株式の売却による収入 148 -
　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △68 -
　貸付けによる支出 △93 △4
　貸付金の回収による収入 53 39
　その他 △48 △248
　投資活動によるキャッシュ・フロー △5,535 △2,196
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の増減額（△は減少） △365 1,067
　長期借入れによる収入 200 23
　長期借入金の返済による支出 △434 △78
　株式の発行による収入 519 88
　自己株式の取得による支出 △1 △367
　自己株式の売却による収入 0 0
　配当金の支払額 △1,290 △1,149
　少数株主への配当金の支払額 △25 △8
　少数株主への払戻による支出 △71 -
　少数株主からの払込みによる収入 122 -
　その他 △3 1
　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,349 △421
現金及び現金同等物に係る換算差額 △25 △241
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 220 3,074
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43 -
現金及び現金同等物の期首残高 4,727 4,904
現金及び現金同等物の期末残高 4,904 7,979
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(5)継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
 

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

(1)連結子会社数    24 社  持分法適用会社数   13 社 

(2)連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

    連結（除外）  ３社（吸収合併・清算） 

   なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成 20年６月 26日提出）における記載から重要な変更がな

いため開示を省略しております。 

 

(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

    通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっており

ましたが、当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基

準第９号 平成 18 年７月５日)が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法(貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)により算定しております。 

   これにより、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純

利益は 24百万円それぞれ減少しております。 

    なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産（リース資産を除く） 

親会社及び国内連結子会社は定率法によっております。 

ただし、国内会社が平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

を採用しております。 

在外連結子会社は、主として定額法によっております。 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、当連結会計年度より、法人税法の改正を契

機として見直しを行い、一部の機械装置の耐用年数を変更しております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益、経常利益、税金等調整前当期

純利益は 21百万円それぞれ減少しております。 

      無形固定資産（リース資産を除く） 主として定額法 

   リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

(3)リース取引に関する会計基準の適用 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていましたが、当連結会計年度から「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会

計基準 13 号 最終改正平成 19 年３月 30 日)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 企業会計基準適用指針第 16号 最終改正平成 19年３月 30日)が適用されたことに伴い、売

買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

    なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

につきましては、引き続き賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。 

(4)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

   「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実務

対応報告第 18号 平成 18 年５月 17日）を当連結会計年度から適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 
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(8) 連結財務諸表に関する注記事項 

（開示の省略） 

リース取引関係、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オ

プション等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えるため開示を

省略します。 

（連結貸借対照表関係） 

   減価償却累計額     29,009 百万円 

   偶発債務 

保証債務                       477 百万円 

他社の金融機関からの借入金等に対して保証を行っております。 

（連結損益計算書関係） 

研究開発費の総額                  1,576 百万円 

 

固定資産の減損に係る注記 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用 途 種 類 場 所 減損損失額 

空調製品製造設備 

 

 

建物及び構築物、機械装置

及び運搬具、工具器具及び

備品、ソフトウェア 

奈良工場（奈良県大和郡

山市） 

 

53 百万円 

メカトロ・センサ製

品製造設備 

工具器具及び備品、機械装

置及び運搬具、建設仮勘

定、ソフトウェア、その他

無形固定資産 

奈良工場（奈良県大和郡

山市） 

 

112 百万円 

賃貸用不動産 土地 上野工場（三重県伊賀市） 38百万円 

のれん のれん ソナック㈱ 121 百万円 

電子機器製造設備 建物及び構築物、機械装置

及び運搬具、工具器具及び

備品、建設仮勘定 

ソナック㈱ ならやま研

究所(奈良県奈良市) 

261 百万円 

競走馬育成設備 建物及び構築物、機械装置

及び運搬具、 

その他有形固定資産 

㈱新田牧場 昭栄牧場

（北海道中川郡池田町）

8百万円 

乳牛育成設備 

 

その他有形固定資産 ㈱新田牧場 新和牧場

（北海道中川郡幕別町）

6百万円 

当社グループは、主として管理会計上の区分に基づく主要製品群別にグルーピングを行っております。なお、賃貸

用不動産、遊休資産等については個別物件単位にてグルーピングを行っております。 

市況の悪化または賃貸収入の減少により営業活動から生じる損益またはキャッシュ・フローが継続してマイナスと

なる見込みである資産グループの空調製品製造設備、メカトロ・センサ製品製造設備、賃貸用不動産、電子機器製

造設備、競走馬育成設備、乳牛育成設備について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、のれんについては株式取得

時に検討した事業計画において当初想定していた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで

減額しております。 

減損損失の内訳は、建物及び構築物 18百万円、機械装置及び運搬具 161 百万円、工具器具及び備品 65百万円、土

地 38 百万円、建設仮勘定 139 百万円、その他有形固定資産 6 百万円、ソフトウェア７百万円、その他無形固定資

産 41百万円、のれん 121百万円であります。 

なお、回収可能価額の算定は、空調製品製造設備、メカトロ・センサ製品製造設備、賃貸用不動産、電子機器製造

設備、競走馬育成設備、乳牛育成設備は正味売却価額により測定し、他への転用や売却が困難であるものについて

は備忘価額１円としております。 

のれんについては利用価値により測定しており､当初想定した収益が見込めないため利用価値を零としております。 
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(セグメント情報) 
１ 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
 

 

ベルト・ 
ゴム製品 
事業 

(百万円) 

ホース・
チューブ
製品事業
(百万円)

その他
産業用
製品事業
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

経営指導
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

  売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

26,508 22,152 11,536 1,035 1,333 1,625 64,192 ─ 64,192

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2 31 0 121 324 1,167 1,647 (1,647) ─

計 26,510 22,183 11,537 1,156 1,658 2,793 65,840 (1,647) 64,192

  営業費用 24,177 20,340 11,530 1,025 684 2,772 60,531 (156) 60,375

   営業利益 2,332 1,843 7 130 973 21 5,308 (1,491) 3,816

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び 
  資本的支出 

   

  資産 27,934 15,212 15,416 6,706 425 1,826 67,523 8,635 76,158

  減価償却費 574 395 323 377 ─ 40 1,711 546 2,257

  減損損失 124 ─ 45 ─ ─ 14 184 ─ 184

  資本的支出 636 833 783 2,089 ─ 112 4,456 340 4,797

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ベルト・ゴム製品事業……ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品、プーリー 

(2) ホース・チューブ製品事業…… 

           樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング 

(3) その他産業用製品事業…… 

           空調製品、メカトロ・センサ製品、通信機器、電子機器、福祉機器 

(4) 不動産事業…………土地及び建物の賃貸 

(5) 経営指導事業………関係会社に対する経営指導 

(6) その他の事業………自動車運転免許教習事業、山林事業、牛馬育成・販売事業、業務受託、人材派遣 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門

等管理部門に係る費用 1,485 百万円であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等 8,872 百万円であります。 

５ 有形固定資産の減価償却の方法の変更 

親会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から、平成 19 年４月１日以降

に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。この変更に伴う損益

に与える影響は軽微です。 

また、親会社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、平成 19 年３月 31 日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「ベルト・ゴム製品

事業」が 42 百万円、「ホース・チューブ製品事業」が 26 百万円、「その他産業用製品事業」が４百万

円、「不動産事業」が４百万円、「消去又は全社」が５百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少し

ております。 
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当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 

 

 

ベルト・ 
ゴム製品 
事業 

(百万円) 

ホース・
チューブ
製品事業
(百万円)

その他
産業用
製品事業
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

経営指導
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

  売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

22,494 18,952 8,770 1,176 1,086 1,169 53,649 ─ 53,649

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

59 18 3 136 217 1,242 1,677 (1,677) ─

計 22,553 18,970 8,773 1,312 1,303 2,412 55,327 (1,677) 53,649

  営業費用 21,434 18,302 9,728 924 685 2,519 53,596 (322) 53,273

   営業利益 1,118 667 (955) 388 618 (106) 1,730 (1,354) 376

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び 
  資本的支出 

   

  資産 22,575 11,176 14,220 6,200 204 1,524 55,901 12,088 67,988

  減価償却費 526 490 190 400 ─ 36 1,644 557 2,201

  減損損失 ─ ─ 548 38 ─ 15 601 ─ 601

  資本的支出 315 897 357 68 ─ 34 1,672 288 1,961

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ベルト・ゴム製品事業……ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品、プーリー 

(2) ホース・チューブ製品事業…… 

           樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング 

(3) その他産業用製品事業…… 

           空調製品、メカトロ・センサ製品、通信機器、電子機器、福祉機器 

(4) 不動産事業…………土地及び建物の賃貸 

(5) 経営指導事業………関係会社に対する経営指導 

(6) その他の事業………自動車運転免許教習事業、山林事業、牛馬育成・販売事業、業務受託、人材派遣 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門

等管理部門に係る費用 1,374 百万円であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等 12,206 百万円であります。 

５ 会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日公表分)を適用してお

ります。 

   この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、「ベルト・ゴム製品事

業」が５百万円、「ホース・チューブ製品事業」が０百万円、「その他産業用製品事業」が 18 百万円

増加し、営業利益は同額減少しています。 

    （有形固定資産の耐用年数の変更） 

      当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として耐用年数を見直した結果、有形固定資産の

一部について、当連結会計年度より耐用年数の変更を行っております。これにより、当連結会計年度

の営業利益はベルト・ゴム製品事業が 16 百万円、その他産業用製品事業が 3 百万円、全社が 1 百万円

それぞれ減少しております。 
（リース取引に関する会計基準の適用） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準 13 号、平成 19 年３月 30 日)を適用しております。 

  これによる損益に与える影響は軽微であります。 

17

ニッタ（株）（5186） 平成21年3月期決算短信



  

 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用） 

  「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実

務対応報告第 18 号 平成 18 年５月 17 日）を当連結会計年度から適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。  
 

２ 所在地別セグメント情報 
前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

 

 
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

欧米 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

52,415 7,365 4,411 64,192 ─ 64,192

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

3,358 2,431 105 5,894 (5,894) ─

計 55,773 9,796 4,517 70,087 (5,894) 64,192

  営業費用 51,121 9,324 4,300 64,747 (4,372) 60,375

   営業利益 4,651 471 216 5,339 (1,522) 3,816

Ⅱ 資産 59,977 7,548 2,306 69,832 6,326 76,158

(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門

等管理部門に係る費用 1,485 百万円であります。 

２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等 8,872 百万円であります。 

３ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

     アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール 

     欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ 

４ 有形固定資産の減価償却の方法の変更 

親会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から、平成 19 年４月１日以降

に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。この変更に伴う損益

に与える影響は軽微です。 

また、親会社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、平成 19 年３月 31 日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「日本」が 78 百万

円、「消去又は全社」が５百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 
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当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 

 

 
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

欧米 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

43,730 5,512 4,406 53,649 ─ 53,649

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

3,009 1,993 115 5,119 (5,119) ─

計 46,740 7,506 4,522 58,769 (5,119) 53,649

  営業費用 45,745 7,141 4,382 57,268 (3,995) 53,273

   営業利益 995 364 140 1,500 (1,124) 376

Ⅱ 資産 51,383 4,708 1,527 57,619 10,369 67,988

(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門

等管理部門に係る費用 1,374 百万円であります。 

２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等 12,206 百万円であります。 

３ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

     アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール 

     欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ 

４ 会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日公表分)を適用してお

ります。 

  この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、「日本」が 24 百万円増

加し、営業利益は同額減少しています。他の地域は影響ありません。 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として耐用年数を見直した結果、有形固定資産の一

部について、当連結会計年度より耐用年数の変更を行っております。これにより、当連結会計年度の営

業利益は日本が 21 百万円減少しております。 
（リース取引に関する会計基準の適用） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準 13 号、平成 19 年３月 30 日)を適用しております。 

  これによる損益に与える影響は軽微であります。 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用） 

  「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実

務対応報告第 18 号 平成 18 年５月 17 日）を当連結会計年度から適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 
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３ 海外売上高 
前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

 
 アジア 欧米 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,269 6,194 13,463

Ⅱ 連結売上高(百万円) 64,192

Ⅲ 連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％) 

11.3 9.7 21.0

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

     アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール、オセアニア 

     欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ 

 
当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 

 
 アジア 欧米 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,753 4,306 11,059

Ⅱ 連結売上高(百万円) 53,649

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

12.6 8.0 20.6

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

     アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール、オセアニア 

     欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ 
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(１株当たり情報) 
 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,787.64円

１株当たり当期純利益 206.32円
 

１株当たり純資産額 1,661.56円

１株当たり当期純利益 52.41円
 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    205.44円 潜在株式調整後１株当たり当期純利益     52.41円

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 54,893 50,442

普通株式に係る純資産額(百万円) 54,013 50,442

差額の主な内訳（百万円）  

 少数株主持分 880 651

普通株式の発行済株式数(千株) 30,220 30,272

普通株式の自己株式数(千株) 5 306

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) 30,214 29,966

 
２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 6,213 1,580

普通株式に係る当期純利益(百万円) 6,213 1,580

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 30,121 30,259

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当期
純利益調整額の主要な内訳(百万円) 

─ ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の主要な内訳(千株) 

 

 新株予約権 128 1

普通株式増加数(千株) 128 1

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

─ ─
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(重要な後発事象) 
 当社は、平成 21 年５月 15 日開催の取締役会決議に基づき、当社の全額出資子会社であるニッタ・ムアー株式

会社を吸収合併することを決議いたしました。  

(1)合併の目的  

ニッタ・ムアー株式会社、当社の全額出資子会社であり、樹脂製のホース、チューブ及びホース、チューブ

用の継手類の製造販売等を主体としております。販売、生産技術、研究開発等の面において経営資源の集中に

より経営の効率化を図るため、同社を吸収合併することといたしました。 

(2)合併の要旨  

合併決議取締役会  平成 21 年５月 15 日  

 合併契約締結    平成 21 年５月 15 日  

 合併効力発生日   平成 21 年７月１日（予定）  

 合併株主総会 

本合併は、当社においては会社法第 796 条第３項に定める簡易合併であり、ニッタ・ムアー株式会社にお 

いては会社法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、いずれも株主総会の承認を得ることなく行い

ます。 

(3)合併方式  

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ニッタ・ムアー株式会社は解散いたします。  

(4)合併比率および合併交付金 

ニッタ・ムアー株式会社は、当社の全額出資子会社であるため、本合併による新株式の発行および資本金の

増加ならびに合併交付金の支払いはありません。  

(5)財産の引継ぎ  

当社は、合併期日においてニッタ・ムアー株式会社の資産および負債の権利義務の一切を引き継ぐものと

しております。 
(6)合併する相手会社の最近事業年度における業績の動向  

  （単位：百万円）

区分 平成20年３月期 平成21年３月期 

売上高 18,697 14,684

売上総利益) 3,687 2,373

営業利益 1,282 △29

経常利益 1,265 3

当期純利益 761 △169

総資産 12,874 9,223

純資産 4,974 4,428

１株当たり当期純利益（円） 352,377.73 △78,242.79
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5.【個別財務諸表】

　(1)【貸借対照表】
(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 1,962 5,251
　　受取手形 3,832 2,427
　　売掛金 7,025 4,783
　　商品 1 1
　　製品 370 262
　　半製品 513 424
　　原材料 385 224
　　仕掛品 69 54
　　貯蔵品 63 75
　　前渡金 4 -
　　前払費用 89 89
　　未収収益 198 95
　　繰延税金資産 315 229
　　未収入金 617 256
　　未収還付法人税等 - 556
　　関係会社短期貸付金 2,666 2,442
　　その他 15 1
　　貸倒引当金 △505 △270
　　流動資産合計 17,626 16,907
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物 20,474 20,626
　　　　減価償却累計額 △10,385 △11,064
　　　　建物（純額） 10,089 9,562
　　　構築物 1,043 1,062
　　　　減価償却累計額 △645 △687
　　　　構築物（純額） 397 375
　　　機械及び装置 6,771 6,838
　　　　減価償却累計額 △5,753 △5,969
　　　　機械及び装置（純額） 1,017 869
　　　車両運搬具 29 29
　　　　減価償却累計額 △28 △28
　　　　車両運搬具（純額） 1 1
　　　工具、器具及び備品 2,799 2,796
　　　　減価償却累計額 △2,422 △2,433
　　　　工具、器具及び備品（純額） 377 363
　　　土地 1,239 1,201
　　　建設仮勘定 64 28
　　　その他 194 198
　　　有形固定資産合計 13,382 12,599
　　無形固定資産
　　　ソフトウエア 524 345
　　　施設利用権 22 22
　　　その他 146 79
　　　無形固定資産合計 693 447
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券 2,497 1,972
　　　関係会社株式 8,750 8,416
　　　出資金 2 2
　　　関係会社出資金 2,961 3,032
　　　長期貸付金 485 636
　　　株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 24 19
　　　破産更生債権等 37 34
　　　長期前払費用 14 101
　　　繰延税金資産 558 787
　　　差入保証金 181 180
　　　その他 267 357
　　　貸倒引当金 △184 △647
　　　投資その他の資産合計 15,596 14,894
　　固定資産合計 29,673 27,941
　資産合計 47,299 44,848
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部
　流動負債
　　支払手形 684 543
　　買掛金 5,558 3,402
　　短期借入金 897 1,887
　　1年内返済予定の長期借入金 78 50
　　未払金 418 440
　　未払費用 116 95
　　未払法人税等 190 44
　　前受金 27 30
　　預り金 73 75
　　賞与引当金 545 494
　　設備関係支払手形 97 108
　　その他 0 1
　　流動負債合計 8,687 7,173
　固定負債
　　長期借入金 650 600
　　退職給付引当金 1,447 1,841
　　役員退職慰労引当金 491 515
　　長期預り保証金 1,073 1,018
　　固定負債合計 3,661 3,975
　負債合計 12,349 11,149
純資産の部
　株主資本
　　資本金 8,016 8,060
　　資本剰余金
　　　資本準備金 7,564 7,608
　　　その他資本剰余金 0 -
　　　資本剰余金合計 7,564 7,608
　　利益剰余金
　　　利益準備金 503 503
　　　その他利益剰余金
　　　　圧縮積立金 283 273
　　　　別途積立金 11,900 12,900
　　　　繰越利益剰余金 6,408 4,658
　　　利益剰余金合計 19,095 18,336
　　自己株式 △9 △376
　　株主資本合計 34,666 33,629
　評価・換算差額等
　　その他有価証券評価差額金 283 70
　　評価・換算差額等合計 283 70
　純資産合計 34,949 33,699
負債純資産合計 47,299 44,848
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　(2)【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高
　製品売上高 21,634 17,782
　商品売上高 6,663 5,279
　不動産事業売上高 1,152 1,309
　経営指導料 1,658 1,303
　売上高合計 31,108 25,674
売上原価
　製品期首たな卸高 339 370
　商品期首たな卸高 1 1
　当期製品製造原価 15,446 13,409
　当期商品仕入高 6,049 4,752
　不動産事業売上原価 1,019 914
　経営指導原価 684 685
　その他の事業費用 26 25
　合計 23,568 20,158
　他勘定振替高 109 99
　製品期末たな卸高 370 255
　商品期末たな卸高 1 1
　売上原価合計 23,086 19,801
売上総利益 8,022 5,873
販売費及び一般管理費 6,340 5,928
営業利益 1,682 △55
営業外収益
　受取利息 43 56
　受取配当金 2,555 2,295
　業務受託料 907 779
　その他 65 174
　営業外収益合計 3,572 3,305
営業外費用
　支払利息 39 35
　業務受託費用 908 815
　貸倒引当金繰入額 205 582
　その他 138 164
　営業外費用合計 1,292 1,598
経常利益 3,962 1,652
特別利益
　造林補助金 27 27
　関係会社株式売却益 22 -
　ゴルフ会員権売却益 11 -
　貸倒引当金戻入額 5 2
　その他 0 0
　特別利益合計 66 30
特別損失
　固定資産売却損 0 0
　固定資産除却損 205 12
　造林圧縮損 27 27
　減損損失 152 204
　退職給付費用 - 353
　貸倒損失 - 57
　投資有価証券評価損 - 54
　関係会社株式評価損 82 496
　関係会社清算損 - 77
　その他 45 0
　特別損失合計 513 1,284
税引前当期純利益 3,514 397
法人税、住民税及び事業税 455 5
法人税等調整額 26 1
法人税等合計 481 7
当期純利益 3,033 390
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　(3)【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本
　資本金
　　前期末残高 7,756 8,016
　　当期変動額
　　　新株の発行 259 44
　　　当期変動額合計 259 44
　　当期末残高 8,016 8,060
　資本剰余金
　　資本準備金
　　　前期末残高 7,304 7,564
　　　当期変動額
　　　　新株の発行 259 44
　　　　当期変動額合計 259 44
　　　当期末残高 7,564 7,608
　　その他資本剰余金
　　　前期末残高 - 0
　　　当期変動額
　　　　自己株式の処分 0 △0
　　　　当期変動額合計 0 △0
　　　当期末残高 0 -
　　資本剰余金合計
　　　前期末残高 7,304 7,564
　　　当期変動額
　　　　新株の発行 259 44
　　　　自己株式の処分 0 △0
　　　　当期変動額合計 259 44
　　　当期末残高 7,564 7,608
　利益剰余金
　　利益準備金
　　　前期末残高 503 503
　　　当期変動額
　　　　当期変動額合計 - -
　　　当期末残高 503 503
　　その他利益剰余金
　　　圧縮積立金
　　　　前期末残高 293 283
　　　　当期変動額
　　　　　圧縮積立金の取崩 △10 △9
　　　　　当期変動額合計 △10 △9
　　　　当期末残高 283 273
　　　別途積立金
　　　　前期末残高 10,900 11,900
　　　　当期変動額
　　　　　別途積立金の積立 1,000 1,000
　　　　　当期変動額合計 1,000 1,000
　　　　当期末残高 11,900 12,900
　　　繰越利益剰余金
　　　　前期末残高 5,655 6,408
　　　　当期変動額
　　　　　剰余金の配当 △1,290 △1,149
　　　　　別途積立金の積立 △1,000 △1,000
　　　　　圧縮積立金の取崩 10 9
　　　　　当期純利益 3,033 390
　　　　　自己株式の処分 - △0
　　　　　当期変動額合計 753 △1,749
　　　　当期末残高 6,408 4,658
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

　　利益剰余金合計
　　　前期末残高 17,352 19,095
　　　当期変動額
　　　　剰余金の配当 △1,290 △1,149
　　　　当期純利益 3,033 390
　　　　自己株式の処分 - △0
　　　　当期変動額合計 1,742 △758
　　　当期末残高 19,095 18,336
　自己株式
　　前期末残高 △8 △9
　　当期変動額
　　　自己株式の取得 △1 △367
　　　自己株式の処分 0 0
　　　当期変動額合計 △1 △367
　　当期末残高 △9 △376
　株主資本合計
　　前期末残高 32,405 34,666
　　当期変動額
　　　新株の発行 519 88
　　　剰余金の配当 △1,290 △1,149
　　　当期純利益 3,033 390
　　　自己株式の取得 △1 △367
　　　自己株式の処分 0 0
　　　当期変動額合計 2,260 △1,037
　　当期末残高 34,666 33,629
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金
　　前期末残高 732 283
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △448 △213
　　　当期変動額合計 △448 △213
　　当期末残高 283 70
　評価・換算差額等合計
　　前期末残高 732 283
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △448 △213
　　　当期変動額合計 △448 △213
　　当期末残高 283 70
純資産合計
　前期末残高 33,137 34,949
　当期変動額
　　新株の発行 519 88
　　剰余金の配当 △1,290 △1,149
　　当期純利益 3,033 390
　　自己株式の取得 △1 △367
　　自己株式の処分 0 0
　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △448 △213
　　当期変動額合計 1,812 △1,250
　当期末残高 34,949 33,699

　(4)継続企業の前提に関する注記
　　　該当事項はありません。
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役員の異動 

 
１．代表者の異動 
 代表取締役の職務の変更（平成 21 年 6 月 25 日付） 

新 職 氏 名 現 職 

代表取締役会長 新田 長彦 代表取締役社長 

代表取締役社長 國枝 信孝 代表取締役副社長 

 
２．その他の役員の異動 

（１）新任取締役候補（平成 21 年 6 月 25 日付） 

新 職 氏 名 現 職 

取締役 

兼ニッタ・ハース㈱  

代表取締役社長 

木下 正治 

ニッタ・ハース㈱  

代表取締役社長 

取締役 

兼ゲイツ・ユニッタ・アジア㈱ 

代表取締役副社長 

新田 元庸 

ゲイツ・ユニッタ・アジア㈱  

代表取締役副社長 

 

 （２）退任予定取締役（平成 21 年 6 月 25 日付） 

氏 名 現 職 

新田 精一 取締役会長 

古賀 伸一 取締役副会長 

  新田精一、古賀伸一の両名は当社最高顧問に就任の予定です。 

 
（３）新任監査役候補（平成 21 年 6 月 25 日付） 

新 職 氏 名 現 職 

常勤監査役 
中井  健 

執行役員 

特命担当 

 
（４）退任予定監査役（平成 21 年 6 月 25 日付） 

氏 名 現 職 

井波 準一 常勤監査役 

 
※上記代表取締役等の異動に関しましては、平成 21 年 3 月 19 日付で発表済みです。 

 
以上 
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